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本稿の目的は，紛争処理における私的自治の代表格である仲裁を抵触法上ど
のように取扱うべきかという問題につき とりわけ仲裁判断を法規範と看倣す
べきか否かという観点から検討することにある。
仲裁は．当事者の合意により第三者である私人に紛争の解決を委ね．当事者
がその第三者の判断に従うという紛争処理手続であるが，国際取引紛争に関す
る解決手段として益々その存在感を増している（I)。当事者が仲裁地や言語，仲
裁人を自由に選択出来るといった手続面での柔軟性，手続の非公開性，また判
断の基となる実体規範に関しても当事者の合意による規範の選択・設定が広く
認められている点，さらに外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約（以下
「N Y条約j とする）による執行における実効性の高さ等が，実務家により仲裁
の利点としてしばしば指摘される（2）。
こうした手続に従って下される仲裁判断は，先例拘束性はないものの，事後

の他の仲裁廷に対し一定の事実的影響を及ぼしており，そのような相互作用の
結果，国際取引に関する統一的な規範を形成しつつあるのだとして，世界社会
における仲裁の規範形成機能を積極的に評価する見解がある（3）。そうした見解
は，国家以外の主体も法規範を形成する能力があることを前提として．概して
そのような規範を法規範であると主張する。
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だが，仮にそうした国際取引に関する統一的な規範が仲裁により形成されて
いるとしても，当該規範が法規範であるかどうかは別問題である。二当事者聞
の合意のみによって法が形成されるという嘗ての純粋な主観主義的見解ωを採
らない以上，これらの規範が法規範であるというためには．何らかの方法で当
該規範が法としての正統性を備えていることを論証する必要がある。
実際，仲裁判断を具体的法規範（5）として主張する立場からは．後述のように
様々な正統性の根拠が示されている。もしこれらの主張が説得的であれば，抵
触法上も仲裁判断を外国判決と同等の具体的法規範として扱い．仲裁手続を外
国裁判所の訴訟手続と同等に扱う必要があるだろう。例えば，仲裁手続と自国
の訴訟手続との競合の調整につき 国際的訴訟競合に関する調整の枠組を援用
することが考えられる（6）。また．仲裁判断の法としての正統性をどのような形
で説明するかという点は，具体的な問題に対する取扱いに影響を与えずには措
かない。例えば，後述のように仲裁廷を仲裁地の国家法秩序における裁判所と
同視する形で仲裁判断が法規範であることを説明しようとすれば．仲裁地国裁
判所によって取り消された仲裁判断の効力といった現在活発に議論されている
問題についても（7），ある外国判決が上訴により破棄された場合と同様に処理さ
れるべきだということになるだろうω。
そこで本稿では，仲裁判断が法規範であると主張する見解を採り上げ．その

根拠について考察することで，仲裁判断を抵触法上も法規範として取り扱うべ
きかどうかについて検討したい（ 1  九私見によれば仲裁判断を法規範と看
倣すことは矢張り困難であり，寧ろ法規範の規律の対象となるべき私的行為・
法的事実と看倣すべきであるということになる。その上で，このような前提に
立って，仲裁判断に対する抵触法上の取扱いにつき，若干の提言を行うことと
したい（ 2  . ）。最後に，残された問題の幾つかに言及して結語とする。

1. 仲裁判断は法規範か否か

さて，仲裁判断を法規範と看倣すべきであると主張する見解は，その多くが．
その根拠を仲裁廷や仲裁人がある法秩序に属していることに求めている。その
ような見解は，仲裁を国家法秩序に属するとするものと（1），国家以外の法秩序
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に属するもの（2）とに大別される。これに対し，システム理論に基づき， lex

mercatoria という自生的法システムにおける裁定者としての仲裁人の役割にそ
の根拠を求める見解もある（3）。以下，それぞれの見解を紹介した上で，検討す
る。

(1）仲裁が仲裁地国法秩序に属すると看倣す考え方
まず，仲裁が仲裁地図法秩序に属すると看倣す考え方がある。これは，仲裁

人が裁定機能を行使出来るのは仲裁が行われる物理的領域に存在する国家から
委任されたからであるとして，仲裁に関する仲裁地国法秩序の支配的役割を認
める考え方である。
この見解を主張する代表的論者である Man nは，仲裁の国家法からの自由を

提唱する Goldmanの見解に対する反論とも言える論文において（9），以下のよ
うに述べる。法的な意味においては国際商事仲裁というものは存在せず，全て
の仲裁は国家的仲裁であり ある特定の国家法体系に属するものである（10）。
仲裁準拠法 (lex arbitri）こそが当事者自治も含め私人に権利や権原を付与する
のである（11）。そして，仲裁準拠法としては仲裁地国法秩序しかあり得ない。
何故なら，一方で，「仲裁は法廷地法として当事者が選択した法による」とい
う言明は，そのような法準則がどこにも存在しない以上知何なる有効性も有し
ないし，他方で，仲裁人は，仲裁廷が置かれる国家の立法管轄権に不可避的に
属するからである。当事者の意思が如何なるものであれ，仲裁地の立法的・司
法的権威が仲裁廷の存在・構成及び活動を管理するのであり，仲裁地法こそが
本来（primarily）仲裁が認められるか否か，また知何なる条件で認められるか
を決定するのである。仲裁地国以外の如何なる国も，仲裁廷に関し完全且つ実
効的なコントロールを有しない。最後に 仲裁地国が当事者が行ったどのよう
な取極め（arrangements）をも覆すことが出来ないという考えは我慢出来ない。
仲裁地の主権がそれらの取極めに譲歩するのは，当該主権自らが認めた自由の
結果としてのみである（12）。領域主権に属するという点において，国家的裁判
官と仲裁人との聞には顕著な類似性（pronounced similarity）がある（13）。
仲裁判断の法規範としての正統性を仲裁地固からの仲裁人に対する司法的機
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能の授権に求めるこのような考え方は，現在でも多くの支持を集めており (14).

また現在の我が固においても一般的であると言える（15）。例えば．道垣内正人
教授は，仲裁が実効的な紛争解決を費すことが出来るのは，仲裁が国家法秩序
に組み込まれ，仲裁判断の効力が国家法により認められているからであり (16).

そして，仲裁と国家法秩序を結び付ける連結点は仲裁地であるとする（17）。
だが，この考え方に対しては，次のような批判がなされている。すなわち，

外国領域内で自国のために活動する領事等の例からも明らかなように．仲裁人
がある国の領域内で活動するというだけでは当該国の裁判官と同様である理由
にはならず，そのように看倣されるためには 仲裁人が当該国により司法的機
能を実際に授権されている必要がある（18）。だが．裁判所については．ある個
別事件に対する管轄がなくとも司法的機能が依然として法廷地法秩序から制度
的に授権されていると看倣し得るのに対し，ある個別事件に関する管轄がなけ
れば仲裁人は知何なる権限も有しないのであり，司法的機能が仲裁地国法秩序
から制度的に仲裁人に授権されていると看倣すことは出来ない (19）。仲裁人へ
の裁定機能の授権は仲裁契約により約定的になされているのであり，国家法秩
序から如何なる授権も受けていない以上，仲裁判断を仲裁地の国家法秩序に組
み入れることは出来ない（初）。

仲裁人が仲裁地図法秩序により実際に裁定機能を授権されているわけではな
く．当事者の意思によってこれを授権されているに過ぎないという上述の批判
は説得的であるように思われる。また，仲裁手続は必ずしも実際に仲裁地で行
われるわけではなく，当事者による仲裁地の選択は何れの法秩序の手続法に従
うかを定めるために過ぎない（21)。そこで，そもそも仲裁が仲裁地国法秩序に
不可避的に所属すると言える程の強固な関係が両者の間にあるということは出
来ないように思われる（22）。以上から．仲裁判断を仲裁地国の判決と同視する
この考え方を採ることは，現在では理論的に困難であると考える倒。

(2）仲裁が国家以外の法秩序に属すると看倣す考え方
次に，仲裁が国家以外の法秩序に属すると看倣す考え方がある。この考え方
は，世界社会において仲裁に関る固有の非国家的法秩序が存在することを論証
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することで．当該法秩序が仲裁判断に関し法規範としての正統性の根拠となる
ことを主張するものである。この考え方は， Goldman以来の lex mercatoriaの存
在を主張する従来の見解と．仲裁に固有の「仲裁法秩序J の存在を主張する比
較的近時の見解とに区別することが出来る。
(a) Lex mercatoria 

先ず，法秩序としての lex mercatoriaの存在を主張する見解についてである
が（24），初期の代表的論者である Goldman は（お），法が法であるためには公的機
関により制定されることは必ずしも必要ではないこと，また．仲裁判断に従わ
ない者に対し特定集団内において道徳的な制裁が存在することを指摘しつつ，
手続の目的や対象分野という実質面からも，また権威者による判断の形成及び
制裁という形式面からも， lex mercatoriaは「法」であると主張した（お）。そして，
仲裁人はこのような商人法秩序の基盤であり，仲裁判断は当該法秩序における
決定（decision）であると唱えたのである（27）。
この見解は， Romanoの法秩序論に明示的・黙示的に依拠するものである（お） 0

Romano に依れば，法秩序とは．①外的に個別化される客観的・具体的実在で
あり，②個人聞の関係ではないという意味で社会的性質を有し，③自己完結的
であり．④安定的で恒常的な一体のことを意味する（29）。このように広く法秩
序を定義する結果， Romano においては，国際社会，国家，教会，学校，家族
等様々な国家以外の共同体が法秩序と看倣されることになり（初＞， Goldman は，
lex mercatoria もその一つであると主張したのであった。
しかしながら，とりわけ Lagardeにより， lex mercatoriaはこの Romanoの定

義を前提としても法秩序としては実在しないという批判がなされている（31)。
すなわち．商慣習や仲裁センターは一定の職業や一定の法的階層毎に個別に成
立しているのであって，そうである以上全体として単一の法秩序を形成してい
るとは言えないという批判である倒。このような批判の結果， lex mercatoria を
法秩序であると主張する見解は，現在ではあまり支持を得ていないように見受
けられる佃）。
(b）仲裁法秩序
これに対し，近時，仲裁そのものが固有の法秩序，すなわち仲裁法秩序を形
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成しているのだという見解を主張する論者が次第に増えている例。
例えば，代表的論者である Gaillard は 仲裁人の裁定機能の行使についての
正統性白諸国家聞の集団的合意や規範的活動に見出そうとする（お）。すなわ
ち，各国の動向を見れば， N Y条約に従い各国は実質再審査をすることなく仲
裁判断を承認・執行しており，また国家自身も自ら仲裁手続に服し仲裁判断に
従う例も多く見られ．さらに最近では仲裁判断が如何なる国家法秩序にも連結
されないという判決も登場しており（36）’これらの点からすれば，諸国家の共
同体は国際仲裁に真の自律性を付与し仲裁法秩序の存在を認めているのだ，
と主張するのである（37）。

また，恥lierは，国際仲裁法秩序を諸国家がその執行代理人を務める非集権
的な共同体として主張しているが（沼）．そこでも N Y条約や各国法の諸原則に
より仲裁に関し当事者自治の原則が保障されていることが，仲裁法秩序の存在
の根拠とされている（39）。

これらの見解は，執行機関としての国家を仲裁法秩序に加えるか否かという
点では異なるものの，世界社会に成立している仲裁法秩序という非国家的法秩
序こそが仲裁判断の法規範としての正統性の根拠となると考える点，また，当
該法秩序の成立の有無を仲裁に関する諸国家の規範的対応に求めている（40）点
で共通する。
このような考え方については，仲裁法秩序の意味するものが論者により異な

る点（41)，またその実在性に関する論証が不十分である点（42）が批判されると共
に，前述のように仲裁廷に対する裁定権限の授権行為が制度的ではなく約定的
なものである以上，仲裁は知何なる法秩序の機関とも区別されざるを得ないと
指摘されている（43）。
(c）小括
以上のような．仲裁の法規範としての正統性の根拠を lex mercatoria又は仲裁
法秩序といった非国家法秩序の存在に求める考え方に対しては， 2 つの点が指
摘出来る。
第一に．その実在性の論証が困難であることである。前述のように， lex

mercatoria を単一の法秩序として主張することは 国際商取引に関する規範形
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成に携っているアクターの多元性を無視するものと言える（44）。また，仲裁法
秩序の存在を主張する論者が依拠する諸国家の規範的対応については，確かに
N Y条約の枠組は，仲裁判断につき各国が実質再審査を行うことなくその承
認・執行を義務付けているという点で，仲裁判断に対し外国判決に類似させた
取扱いを採用しているが，そのことが直ちに仲裁法秩序の存在を証明している
とは言えない。というのも，仲裁判断を一定の私的行為・法的事実と見た上で，
当事者聞に第三者によって一定の規範的判断が下された点を考慮して，抵触法
上外国判決承認執行と類似の取扱いを仲裁判断についても採用した，と説明す
ることも出来るからである（45）。このように．非国家的法秩序の存在を論証す
ることは必ずしも容易で、はないだろう。
第二に，そもそもある共同体が法秩序であるか否かを決定する判断基準自体
が議論されなければならないということである（46）。前述した Romano の法秩
序の定義の他にも，例えば Mayerは，抵触法上の法秩序足り得る条件として，
準則，裁判所，執行機関を挙げている（47）。また， Schultz は，ある規範秩序を
法秩序と看倣し得るか否かの基準として Fullerの「法の支配」概念を採用し，
ルールの一般性や安定性，公的な確認可能性．事前予測可能性といった形式的
合法性に関する幾つかの要素が仲裁判断には欠けていることから，仲裁法秩序
の存在を否定している（48）。この点につき，筆者は，抵触法上の法秩序と看倣
されることの条件として，共同体構成員である私人相互間の行動様式をあらゆ
る法律関係に亘って規律し社会生活のモデルを構成する準則と，当該準則を個
別的な法的問題に適用し判断を下す固有の裁判所を有していること（49），また．
政府に対する法による制限，形式的合法性，人の支配ではないこと，という 3
つの観点を基軸とした一定程度以上の「法の支配」の確立を提案している（印）
が，このような基準からしても，仲裁に固有の実体法上の準則が存在しないと
いう点一つをとっても仲裁法秩序の存在を肯定するのは困難だろう。
ここではこの問題にこれ以上踏み入ることは避け，仲裁の法規範としての正

統性の根拠を非国家法秩序の存在に求める考え方には未だ多くの検討課題があ
り，説得的でないということを指摘するに止める。
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(3) 自生的法システムとしての lex mercatoria 
以上のように仲裁判断の法規範性を何らかの法秩序との関連で説明しようと
する試みとは別に， lex mercatoria という自生的法システムにおける裁定者とし
ての仲裁人の役割に仲裁判断の法規範性の根拠を求める見解がある。
すなわち， Teubnerは，システム理論に基づき（51）＇契約はそれ自体では拘束
力がないものの，拘束されるために外的な国家的法秩序をも必要とせず，契約
自体が自らの法秩序を形成するのだと主張する（52）。というのも，特定の契約
上の権利義務に関する一次規範と，当該一次規範に妥当性を付与する二次規範
とを結び付けることにより，契約はその内部に階層を含んでいるからであ
る（臼）。すなわち，契約は，その内部に含まれている仲裁合意や当該合意に基
づく仲裁判断により客観化されるのであり，それ自体が一つの制度となってい
るのである倒。さらに，仲裁には多くの場合アド・ホック仲裁ではなく機関
仲裁が用いられ，そのような仲裁機関は多くの契約を扱うことから．個々の契
約を超えた「公的なJ 法秩序が生じる（55）。このように lex mercatoriaはそれ自
体で自律的な非国家的法システムを形成する，と Teubner は主張している（56）。
このような自生的な法システムとしての lex mercatoriaが裁定者である仲裁人に
正統性根拠を提供すると共に．法システム聞の抵触という事実状況がシステム
間抵触を解消するために仲裁人が新たな実質法規範を形成する正統性根拠とな
るのである（57）。

このようなシステム理論に基づく Teubnerの見解に対しては， lex mercatoria 

という超国家的な取引システムが．国家法が全く関与することなく自律的に存
在するとされていることに疑問がある（58）。仲裁判断はその執行に関する国家
裁判所の担保があって機能しているのであり（臼）．また，仲裁判断においては，
裁判所の判決や国家法が参照・利用されている酬。さらに，そもそも国際取
引に関する法が経済システムを反映しているとすれば，ある準則の選択は効率
性の観点からなされる筈であり，国家法か非国家法かは特に意味を持たない筈
である（61）。従って，超国家的な取引システムを考察する際には，国家法秩序
の果たす役割を視野に入れて検討すべきであり， Teubnerのいう自生的法シス
テムとしての lex mercatoriaは，現実的にも存在せず理論的にも不十分でAあると
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いうことが出来るだろう（62）。

(4）結論ー私的行為・法的事実としての仲裁判断
以上のように．仲裁判断が法規範であると主張する見解の根拠は，何れも不
十分であると思われる。従って結局，仲裁判断は如何なる法秩序にも属さない
単なる私的行為・法的事実であると考えるべきなのではないだろうか。すなわ
ち，仲裁判断を判決のような具体的法規範と考えるのではなく，契約や不法行
為等と同様に法規範が適用される対象である私的行為・法的事実の一つである
と考えるのである。このような見解を採る Bolleeは．法秩序における規範と規
範の対象となる法律行為・法的事実との区別に基づき（臼），仲裁判断は判決の
ような具体的法規範ではなく 単なる事実・私的行為に過ぎないと主張す
る（制。すなわち，仲裁による権利義務関係は，仲裁判断それ自体ではなく，
それに適用される法準則こそが発生させるのであり（紛，その意味で，仲裁は
法秩序の外部にあり如何なる法秩序にも属さず，それ故如何なる国家法秩序も
仲裁判断にとって本質的でないとするのである制。
結局，仲裁判断に対し如何なる抵触法的規律をすべきか，という点について
は，仲裁判断を仲裁地国法秩序で下された判決と同視するのでも，またこれを
非国家的法秩序で下された決定と看倣すのでもなく．契約や不法行為に関する
規律と同様，基本的には私的行為・法的事実として扱うべきである．というこ
とになるだろう（67）。

2. 仲裁判断に関する抵触法的規律

以上述べて来たことを前提に，以下では 仲裁判断についてあるべき抵触法
的規律に闘し基本的な考え方．及び．仲裁地国法秩序の位置付けの 2点につ
いて簡単に触れることとしたい。

(  1）基本的態度
仲裁判断については， N Y条約により一定の限定的な要件の下で各加盟国が
外国仲裁判断を承認執行する枠組が確立し 現在でも加盟国は増え続けてい
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る（関）。また．自国での国際仲裁ビジネスの発展を目指して．仲裁に好意的な
立法を各国が競う傾向も見られる酬。このような仲裁に好意的な傾向を，抵
触法はどのように評価すべきなのだろうか。
一方で．仲裁地の中立性や仲裁手続の柔軟性，仲裁人の当該取引に関する専
門性，準拠法選択の容易さ，仲裁判断の執行可能性の高さ等，仲裁が国際取引
に携る者に対し魅力的な紛争解決手段であることは事実であり，とりわけ準拠
法選択をすることが契約関係の複雑な特性に反するような契約が問題になる場
合等において（70）. 当事者が紛争処理手続として仲裁を選択することを妨げる
理由は基本的にはないように思われる。けれども 仲裁には以下のような問題
がある。
先ず，制度的に安定した存在である裁判所が裁決において法廷地法秩序の公
序や第三者に対する影響を考慮する傾向があるのに対し，ある具体的な紛争解
決のために指名される仲裁人は紛争当事者聞にとって妥当な解決を重視し(71）’
第三者に対する影響を重視しない傾向があることが指摘されている（72）。また，
国家法システムから相対的に自由な仲裁に依拠することにより，国際取引のア
クターが各国法に従う動機を次第に失って行くことも指摘される（73）。このこ
とは各国抵触法・実質法の権威を低下させることに繋がると言えよう（74）。さ
らに．手続的な観点から見ても，仲裁は，その非公開性から，紛争当事者の事
業活動に関する価値ある情報や，国家法の判例を通じた発展，さらに事故率の
ような事項に関する情報に公衆がアクセスする機会を失わせる（75）。
このような負の外部性に関する懸念からすれば（花）’現在の一般的な傾向と

は逆に，仲裁判断の承認執行の際，とりわけ公序判断を活用することにより，
承認国法秩序に対する影響に関レ慎重な審査が求められるべきなのではないだ
ろうか（77）。また．同様の考慮、からは．一定の公共性を有するセクター（例えば
金融分野）においては仲裁の利用を制限する等，立法論上は一定の取引分野に
おける仲裁付託可能性に関する事項的限定を今後検討することも考えられるの
ではないだろうか。
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(2）仲裁地国法秩序の位置付け
また，仲裁判断に関しあるべき抵触法上の規律を考える上で，仲裁地国法秩

序をどのように位置付けるかも問題となる。仲裁判断に関する規律が各国抵触
法の法政策に委ねられた問題であるという点を強調すれば．各国が仲裁地国法
秩序における仲裁判断に関する裁判所の判断を考慮することなくそれぞれ独自
の規律を採用しその結果．仲裁判断の有効性につき各国毎に矛盾した判断が
下される可能性も否定出来ない（78）。
この点につき， Bolleeは，国際仲裁の規整に相応しい国家的法秩序聞の調整

のあり方について考察し効率的な規整のためには，各国法秩序は．それぞれ
勝手に国際仲裁に介入するのではなく，一定の国家的法秩序に中心的な役割を
付与する必要があり，そのような法秩序は，実務上殆ど仲裁地国法秩序しかあ
り得ないとする（79）。但し 問題は 解決の国際的調和及び当事者の予測とい
う仲裁機能の実務的効率性という観点から見て，仲裁地国法秩序にどこまで中
心的な役割を与えるべきかであり，この点は具体的に検討される必要があると
述べている酬。
Bolleeが，解決の国際的調和を仲裁の規整について各国法秩序が目指すべき
目標として掲げていることについては疑問もある（81）。だが，各国抵触法が目
指すべき目標を，仲裁に関する裁判所の判断をも含んだ各国実質法の権威の保
障とそのための当事者の正統な予測の確保という点に求めれば捌’仲裁の規
律に際し仲裁地国法秩序に一定の範囲で中心的役割を付与すべきであるとする
Bolleeの主張には基本的に賛同することが出来よう制。

おわりに

以上，仲裁を抵触法上どのように取扱うべきかという問題につき，とりわけ
仲裁判断を法規範と看倣すべきか否かという観点から検討した。仲裁判断は抵
触法により適用・承認されるべき法規範ではなく，何れの法秩序にも所属しな
い単なる私的行為・法的事実として扱うべきである．また，仲裁判断に関しで
あるべき抵触法的規律を考慮する際には，仲裁判断による負の外部性に対処す
るために，承認執行の段階でより慎重な公序審査がなされるべきであり，セク
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ターによっては国際仲裁を利用させないといった選択肢も検討すべきではない
か．また，仲裁地国法秩序に中心的役割をどの程度担わせるべきかを具体的問
題毎に検討すべきである，以上が本稿の骨子である。最後に．本稿で論じられ
なかった 2つの点に言及する（制）。
先ず，仲裁については，本稿のように法規範としての正統性という観点から
論じるだけで不十分であか規範としての実効性の観点からも論じる必要があ
る（お）。とりわけ国際仲裁が他の利害関係人と共に国際取引に関する規範を形
成する過程やその要因を分析することは，国際取引に関する社会の実態を把握
する上で重要な作業であると思われる（お）。

次に，仲裁判断を知何なる法秩序にも属さない純粋な私的行為・法的事実と
捉えた場合，各国抵触法は何故仲裁判断につき，外国判決の場合と同様に，準
拠法選択のアプローチではなく承認のアプローチを採用しているのか，その正
当化根拠が問題となる（87）。この点は，仲裁判断に関する抵触法的規律を検討
する上で避けて通れない問題であるが，抵触法の理論的構造に深く関る問題で
あるため，その本格的検討は別の機会に行うこととしたい（路）。

［付記］ 本稿は，国際私法学会第 126回（2013年度春季）大会（2013年6 月 1 日，
中央大学）において筆者が行った報告「紛争処理における私的自治」を基にしてい
る。また，本稿は，基盤研究（ B) （平成 24-27年度）「グローパル化に対応した公法・
私法協働の理論構築一消費者法・社会保障領域を中心にJ （代表・藤谷武史）の研究
成果の一部である。

(1) M .  L. Moses, The Principles 仰 d Practice of International Commercial Arbitration (2"d ed., 
Cambridge University Press, 2012), p. 1. 

(2) Ibid., pp. 3-4. 
(3）例として， A. Fischer-Lescano/G. Teubner, "Regime-Collisions: The Vain Search for Legal 

Unity in the Fragmentation of Global Lawぺ2ラMichiganjournal of International L a w  (2004), 
p. 999, p. 1022. Cf. M .  Weller，“Mandatory Elements of the Choice-oιLaw Process in lnterna-
tional Arbitration: Some Reflections on Teubnian and Kelsenian Legal Theoryぺin  E. Gotト
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